
１．　 まえがき

　適切な調査環境の確保・維持が次第に難し

くなる中で、新たな調査法として登場したイ

ンターネットを利用する調査（インターネッ

ト調査、ネット・リサーチ）の勢いは益々高

まっている。調査が商品化されてから久しい

がこの種の調査が登場したことで、これが加

速されている。しかもその信頼性や妥当性に

疑問があるとされながら、その諸特性の科学

的な検証が十分に行われないまま、利便性（迅

速、廉価など）だけが強調されてきた。確か

に、調査とくに市場調査の分野では、迅速性

や廉価性が重要であることは理解できる。ま

た、調査を利用するクライアント側の理解や

使い方に大きな変化が現れていることも事実

である。しかし、このことと調査の信頼性の

確保をどう考えるかは異なる次元の話しであ

る。

　そもそもインターネット調査（Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　

ｓｕｒｖｅｙ）とはどのような調査法であろうか。あ

るいは、巷間、インターネット・リサーチ（ネ

ット・リサーチ、ネット調査）という言葉が

氾濫しているが、これらは一体どのような調

査法なのだろうか。ここでは曖昧に「調査法」

と書いたが、果たして調査法をどう考えるべ

きなのか、様々な要素が錯綜して簡単には記

述できないし実際にそのような状況にある。

　昔見た映画「先生のお気に入り」で、記者

養成学校の教師が生徒に対して「新聞記事を

書くうえで、もっとも重要な項目を列記せよ」

と問いかけをする。これに対してヒロインが、

その答えは「Ｅｘａｃｔ，　ｅｘａｃｔ，　ａｎｄ　ｅｘａｃｔ」と

言うシーンがあったと記憶する。記事にとっ

て重要な要件は何をさておき「事実を正確に」

ということであろう。今のインターネットを

介した調査に欠落するものは、まさにこの「正

確さと透明性」である。現状、この種の調査

の実態は、何がどう行われているものかほと

んど知ることができない。一部でこの種の調

査環境の改善努力がなされつつあるが、やは

り不透明な要素が多いのである。しかも、従

来型調査の環境も次第に悪化する中にあって

ここで調査環境全体を見直す時期にあると考

えられる。このようなとき本誌への執筆の機

会をいただいたので、この分野について筆者

が考えるところを、産学協同研究実験調査か

ら得た経験に照らし、紙幅のゆるす範囲で述

べてみたい。

２．　 簡単な試み

　原稿執筆に先立ち簡単な実験を試みた。そ

れは、ネット・リサーチを行っているという

いくつかのサイトのホームページにアクセスし、

「偽名で登録が可能か」を試みることである。

　そもそも、この種の登録が自由にできるこ

とが、インターネット・リサーチの特徴であ

り問題点の一つとされてきた。最近はこれも

巧みに防止・回避出来るとの意見もあるので、

実際にどういう事情にあるかを試みたわけで

ある。結果は、いずれも登録可能であり、そ
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れぞれ登録済みの通知を得た。これはいわゆ

る自己参加型（ｓｅｌｆ－ｓｅｌｅｃｔｉｏｎ）、「この指と

まれ方式」のケースである。この方式を採用

する調査サイトが多いが、ここには下記のよ

うなキャッチコピーが沢山見られる。

・ モニター登録者数が多い（よって代表性

　　がある）

・ 登録者の管理を徹底している

・ モニター品質、回答結果の品質を保証で

　　きる

・ 多数の登録項目を取得し徹底した管理を

　　行うので情報が豊か

・ 個人情報の保護と守秘も徹底できる

等々である。しかしいずれも科学性のない主

張にみえ、またこの種のネット・リサーチは

マーケティング活動のツールではあっても調

査とはいえないのではなかろうか。

ここで、郵送、訪問留置などの従来型調査に

も「代理回答」があったとの反論が予想され

る（実際にある）。しかしインターネット・リ

サーチと従来型の違いの一つは、その調査対

象者の「選び方」とその「同定性」にある。郵

送法や訪問留置法では、多くの場合は“誰を

選んだか”が分かっている。一方、インター

ネット・リサーチでは、前述の登録実験にみ

るように果たして正しいのかが分からない。一

見すると従来型調査と“同じ事象、現象に見

えること”が、状況が変わって“別の事象と

して現れる”のがインターネットを利用した

調査の特徴である。とくに、集めた集団の特

性を記述するだけでは十分ではなく、「どのよ

うに集めたか」が欠落していることが問題で

ある。このような簡単な例だけでなく、無数

の未解決の課題があり、その多くが曖昧であ

る。

　さらに反論として、回答者全員に謝礼を提

供し登録者情報（例えば銀行口座情報）を正

確に確保すれば、登録者の正確な同定が可能

との主張もあるようだ。しかしこれも登録者

の家族や知人の名前を利用すれば容易にクリ

アできる。どのような方式を採用しても「登

録者集団（リソース、パネル）」の質を確保す

るためには、従来型の調査と同様に、登録者

の調査への協力に頼るしかない。しかも匿名

や「なりすまし」が見かけ上回避できたよう

にみえても、回答者の顔が見えないという点

で従来型調査以上に事が複雑となっている。

　このように、いかに高度な情報処理技術を

駆使しても「誰を、どのように選び、確実に

捕捉したか、どのように回答したか」という

調査の基本事項が満たされないかぎりは空理

空論である。またこれらに関する議論を避け

ては通れないのだが、実際はここらの情報は

皆無にちかい。

　しかし、ネット・リサーチ専業社のサイト

をみると、さすがに数年前のような粗雑な情

報は少なくなり、少しは意味のある情報が見

られる。例えば、サイト登録者の属性情報（性、

年齢、職業、インターネット利用環境など）を

部分的に公開するなどである。だが、前述の

ように、その種の情報の前に必要となる「ど

う集めた登録者であるのか」の情報記述がほ

とんどない。つまり、依然として問題の本質

への完全な回答とはなっていないのである。一

方、従来型の調査機関・調査企業が行うイン

ターネット型調査の紹介を見ると、開示内容

の密度に温度差はあるものの、用いた調査方

法、方式の記述等がある。また、調査対象者

の捕捉・選び方、調査方式の範囲等の情報を

掲載しようという努力の跡が見られる。この

ように両者は対照的であり、このことが正に

「今のインターネット調査の複雑な状況」を映

しているといえる。
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３．　 電子的調査情報取得法への移行　―調査法

　　研究の一つの視点

　いわゆる「電子調査」（ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　ｓｕｒｖｅｙ）

のはしりが登場したのは１９９０年代の後半から

である。そのきっかけは、おそらくはＷＷＷ環

境の登場とその周辺機能の技術改善と基盤整

備に因るものである（ここらの歴史的変遷に

ついては大隅［６４］）。また電子調査の呼称は

インターネットの初期の頃から多用されてい

る。ここには今のインターネット調査（Ｗｅｂ

調査、電子メール調査）の呼称の他、ファク

シミリ調査やＤＢＭ（ｄｉｓｋ－ｂｙ－ｍａｉｌ；フロ

ッピーに質問票を書き入れ郵送で授受を行う

方式）などのハイブリッドな方式も含まれて

いた。

　いずれにせよ調査環境の変化を考えたとき、

もっとも大きな変化は、情報技術の普及によ

り“データ取得機構”（ｄａｔａ　ａｃｑｕｉｓｉｔｉｏｎ　

ｓｙｓｔｅｍ）が急速に様変わりしたことである。つ

まり一般に言われる電子的調査情報取得法：

ＣＡＳＩＣ（ Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ａｓｓｉｓｔｅｄ　Ｓｕｒｖｅｙ　

Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｃｏｌｌｅｃｔｉｏｎ）やコンピュータ支

援によるデータ収集：ＣＡＤＡＣ（Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　

Ａｓｓｉｓｔｅｄ　Ｄａｔａ　Ｃｏｌｌｅｃｔｉｏｎ）を前提とした新

たな調査方式の整備検討が必要となってきた。

同時に、伝統的な調査方法論と、これらＣＡＳＩＣ、

ＣＡＤＡＣとの相互関係を比較し、それぞれの

特性を客観的に考察せねばならない。従来の

考え方で説明できない要素については新たな

概念なり知識を導入し、また伝統的な調査法

の豊富な経験や知識を活かすことが求められ

る。ＣＡＳＩＣ，　ＣＡＤＡＣという言葉から類推さ

れるように、これは電子的に調査情報を取得

するための「調査方式あるいは調査モード」

（ｓｕｒｖｅｙ　ｍｏｄｅ）の総称である。ここで「調

査方式」とは、調査データをいかに取得する

かのデータ収集方式（ｄａｔａ　ｃｏｌｌｅｃｔｉｏｎ　ｍｏｄｅ）

をいう。例えば、従来型調査であれば面接調

査、電話調査、郵送調査、…などを用いたと

いうことに相当する。つまり、調査対象を誰

とし、それをどう規定するかという標本抽出

や標本などの操作、これは「標本調査法」と

は少し意味の異なることである（不可分の関

係にあるが、違う要素について考えている）。

　筆者は、多くの議論は“この両者を混同し

ていること”に一因があると考えてきた。例

えば「標本抽出枠として住民基本台帳を用い

て層化二段抽出法による無作為抽出で選んだ

調査対象者に、訪問面接法により面接員が調

査を行った」という言い方がよくなされる。こ

のとき標本調査法に関わる事項と調査方式の

それとが混在している。この記述の前半は標

本調査法に関わることであり、この例では統

計的な科学性をもって処理されたことを意味

し、後者の面接員による訪問面接法とは用い

た調査方式を指している。

　この観点から、“現状のネット・リサーチ”

を眺めると、多くの場合、調査方式のありよ

うを技術面からあれこれと議論し、それをも

って調査の正当性、信頼性を主張しているよ

うに見える。必然的に技術論に議論が集中し

がちである。いわく、迅速で納期が早い、回

答制御が可能で無回答がない（？）、均質でゴ

ミが少ない（本当か？）、…等々である。

　ここで重要なこととして、調査法研究をど

う考えるかがある。調査法研究（ｓｕｒｖｅｙ　

ｒｅｓｅａｒｃｈ）、とくに標本調査法（ｓａｍｐｌｅ　ｓｕｒｖｅｙ，

　ｓａｍｐｌｉｎｇ　ｓｕｒｖｅｙ　ｍｅｔｈｏｄｓ）は調査設計の

基礎的事項に関わる研究をいう。たとえば、母

集団の構成（対象母集団、枠母集団あるいは

標本抽出枠、代表母集団）の検討に始まり、標

本抽出法（サンプリング）の設計、ここでは

確率的サンプリング技法（無作為、系統、確

率比例、層化比例など）と、非確率的サンプ
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リング技法（クオータ法、スノーボール・サン

プリング、インターセプト法など）の基礎研究

が必要である。

　一方、調査方式（調査モードあるいはデータ

収集方式）とは、“いかにデータを集めるかの

方式”、その技術面をいう。面接法、郵送法、訪

問留置法、電話調査、インターネット調査（電

子メール調査、Ｗｅｂ調査）等々はこの調査方

式の種類をいう。

　日本国内では、住民基本台帳や選挙人名簿な

どの優れた標本抽出枠が利用できたことから、

ほとんど理想に近い確率的な方式（ｐｒｏｂａｂｉｌｉｔｙ

－ｂａｓｅｄ）が適用できた。もちろん市場調査な

どでは、インターセプト法あるいはＣＬＴ（会

場テスト方式）、グループ・インタビューなど

が多用されており、これらは定量的な調査に対

する定性的調査として扱われてきた。このよう

なことが、調査方式と標本調査法との関係をそ

れほど厳密に意識して考える必要がなかった理

由の一つと考えられる。

　しかし調査方式の多様化に伴い、標本調査法

と調査方式との関係が曖昧かつ複雑になってき

たことがある。前述のように両者は不可分の関

係にあるが、調査研究を進める上では、あえて

意識的に分けて考えることが適切である。日本

国内では、インターネット調査の分類を、「オー

プン型」「クローズド型」といった調査実施上

の形式で分けて考えることが多いようだが、既

にこのことに疑問がある（参照：「実践ネット・

リサーチ」、［７１］）。ここには調査をどう考え

るかの点で重要な調査対象者の選び方（抽出方

法）についての含意が欠落している。筆者は、

調査方式を現状のデータ取得環境の変化に合わ

せて、以下のように整理するのが適切と考えて

いる。

・ データ取得機構が電子的か否か、つまり

　　コンピュータ支援か（ＣＡ：ｃｏｍｐｕｔｅｒ－

　　ａｓｓｉｓｔｅｄ）否か

・ 記録方式が自記式か（ｓｅｌｆ－ａｄｍｉｎｉｓｔｅｒｅｄ）、

　　面接員などによる他記式か

　こうして表１のように分類区分すると調査方

式（調査モード）の理解が容易となる（米国の

諸研究、とくにミシガン大学派のＧｒｏｖｅｓ，

Ｃｏｕｐｅｒ，　Ｖｅｈｏｖａｒ等の研究他をサーベイし、

また我々の実験調査成果等に基づいて要約した、

［３］、［１１］、［１４］、［４４］）。

　なおここで「面接」とは、訓練された面接員

を介して記録（回答者からの回答取得）が行わ

れることを言う。重要な事は、回答取得が回答

者自身によるものか（自記式）、他の人（面接

員）を介して行われるものか（面接員による記

録、他記式）にある。

表１　　調査方式（調査モード）の分類区分



４．　 確率的アプローチと非確率的アプローチ

　　からみることの重要性

　前述のように、調査法を考える一つの視点

として、調査対象者の「選び方」と用いる「調

査方式」とを分けて考えよう。ここで選び方

を別の言い方でいうなら、調査対象者の確保

の方法あるいはその具体的なリストが存在す

るか否かで分けられる。ここで重要なキーワー

ドは、集める調査対象者について“統計的あ

るいは確率的な推論が可能か否か”である。

Ｃｏｕｐｅｒ（［３］、［１０］）はこれに対して、ある

ヒントを提供している。彼の考え方を若干脚

色して筆者なりに要約した（図１）。

　そもそも、確率的アプローチと非確率的ア

プローチとを混乱したままでは議論できない。

また仮に同じ調査対象を相手としても、調査

方式（モード）が異なれば回収結果（内容）は

異なると考えるのが妥当である。確率的アプ

ローチと非確率的アプローチとは異なると考

えるならば、同じ質問項目を用いて、異なる

調査方式で行った結果をそのまま比較するこ

とにはかなり無理があると考えるべきである。

要は、確率的アプローチの適用可能性の有無

を知ることであり、それを意識して議論する

ことでインターネット調査の内容はまったく

異なるものとなるということである。

　このことはインターネット調査における調

査対象者（標本、サンプルと言いたいが誤解

を招くのであえて「調査対象者」とする）の

選び方あるいは抽出元となるリスト作成方法

と、実際に用いる調査方式とをなるべく区分

して考えるべきことを示唆している。これは

後述するように、登録者集団の構築時の基礎

情報となるものである。現状のインターネッ

トを介して行う調査は、こうした枠組みから

再考察することが求められているのである。
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図１　　データ収集方式と確率的・非確率的アプローチの関係



５．　 現状をどう考えるか

　筆者が見聞しまた実験調査の体験から得た

情報として、インターネット調査に参入して

いる調査機関・企業は以下のように大別され

る。

①　ネット・リサーチ専業社グループ

②　従来型調査の経験を持つ調査機関や企業

　　で、インターネット調査業務に参入した

　　グループ

に分かれるであろう。後者はさらに、

②－１　 従来型調査の方法論の延長線上にま

　　ったく新たなインターネット調査システ

　　ムを構築しようと考えるグループ

②－２　 いわゆるネット・リサーチの仕組み

　　をそのまま導入してきたグループ（①に

　　ほとんど同じ方式を採用）

　この両グループのインターネット調査への

理解や調査実施の機構構築（調査システム構

築）の指針・考え方には大きな差異があるこ

とは看過できない。つまり、インターネット

を使った調査であれば何もかもが同じとはな

らないところに現状の混沌の原因がある。

　ここで②－１のグループに入る機関・企業は、

積極的に基盤整備を進めており、すでにかな

り高い品質のインターネット調査を提供でき

る環境を整えつつある。しかし、こうした一

歩先んじた環境であっても、さらなる研究的

要素、未解決の課題が無数にあり、必ずしも

完成度の高い調査方式が提供できるわけでは

ない。同時に、新たな調査システム構築への

投資効果の策定も看過できないわけで、イン

ターネット調査の特徴とされる迅速性や効率

性は確保できても、質の高い調査が廉価で提

供できるかというと微妙な問題である。これ

については、１２節で改めて述べる。

　既に読者は気づかれただろうが「インター

ネット・リサーチ、ネット・リサーチ」と「イ

ンターネット調査」と言葉を微妙に使い分け

たことには理由がある。我々の産学協同研究

の体験から得た情報であるが、そもそもこの

分野での言葉使いには「混乱がある」のであ

る。典型例が、インターネット・リサーチ（ネ

ット・リサーチ、ネット調査）でありインター

ネット調査、オンライン調査である。１９９６年

頃に、この分野の研究を開始した頃は、我々

も模索の中にあり、この種の電子的手段を介

して（調査）データ取得を行う調査方式を一

体、諸外国ではどう呼称し定義しているのだ

ろうかというきわめて基本的なことに疑問が

あった。

　一方、日本国内では「インターネット・リ

サーチ」あるいは「ネット・リサーチ、ネッ

ト調査」（正に和製英語で浅薄な表現）で呼ば

れることが多い。しかもその定義も明らかで

はないのはいかにも落ち着かない。たかが言

葉の問題と看過できないことでもある。これ

は、この分野の研究が未成熟で十分ではない

ことの証しでもある。

　調査法研究と調査方式の考え方については

既に若干述べたが、ここでさらに用語の混乱

について触れておきたい。用語のことなどど

うでもよい、適当に好きなように使えばよい、

というのが世間の最近の風潮のように見える

し、確かにこれをどう考えるかは自由なこと

である。しかし言葉の意味の正確さや使い方

に鈍感になってきていることも事実である。こ

のようなことで、“インターネット環境下で行

う調査”も、さまざまな言いようがある。ち

なみに便利な世の中であるから、検索エンジ

ンを使ってＷｅｂ上でこの言葉（Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　

ｒｅｓｅａｒｃｈ）をサーチしてみるとよい。意外な

ことに日本国内は別として「調査法（研究）」

とくに「統計的調査法研究」にあまり関係な

いことが見えてくる。実はＩｎｔｅｒｎｅｔ　ｒｅｓｅａｒｃｈ
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で現れる多くのコンテンツは「○○研究」に

インターネットをどう活用するか、といった

内容が多い。この事情は、アマゾンドットコ

ム等で専門書を検索してみても同様である。統

計学、あるいはすこし間口を広げて、社会科

学系、人文科学系などの専門書をみても、そ

こで使われる用語の多くは以下のようなもの

である。

　　電子調査（Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　ｓｕｒｖｅｙ）

　　インターネット調査、インターネット・サー

　　ベイ（Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　ｓｕｒｖｅｙ）

　　Ｗｅｂ調査（Ｗｅｂ－ｂａｓｅｄ　ｓｕｒｖｅｙ、Ｗｅｂ

　　ｓｕｒｖｅｙ）、電子メール調査（Ｅ－ｍａｉｌ　

　　ｓｕｒｖｅｙ）

　　オンライン調査（Ｏｎｌｉｎｅ　ｓｕｒｖｅｙ）

　　オンライン定性調査（Ｏｎｌｉｎｅ　ｑｕａｌｉｔａｔｉｖｅ

　　ｒｅｓｅａｒｃｈ）

　このようなことで、インターネット環境下

で行う調査のことは、一般にはインターネッ

ト調査あるいはオンライン調査というのが適

切である。「インターネット調査」と呼称する

理由は、新たな調査方式（調査モード）とし

て、また調査法（ｓｕｒｖｅｙ　ｍｅｔｈｏｄ）あるいは

標本調査法（ｓａｍｐｌｅ　ｓｕｒｖｅｙ）との関係で混

乱なく議論したいことにある。また調査方式

として統計的推論あるいは確率的アプローチ

の可能性がどこまであるのか、またそれが無

理であって現状では非確率的なアプローチに

とどまらざるをえないかを明らかにする意味

もある。さらに重要なことは、調査対象者が

誰であり、どう選ぶかという、基本的な問題

である「登録者集団（枠母集団に代わるもの）」

とを併せて考えることがあるからである（後

述）。

　筆者等がこうした指摘を繰り返し行ってき

たことの影響か、最近はインターネット・リ

サーチ、ネット・リサーチを用いず「Ｗｅｂ調

査」と言ってみたり、いつの間にか「オンラ

イン調査」（ｏｎｌｉｎｅ　ｓｕｒｖｅｙ）、「オンライン・

リサーチ」などと言い換えるサイトも出てき

た。

　なお市場調査業界では、インターネット調

査に関する調査綱領やガイドラインを策定す

る動きがある。例えば最近のＥＳＯＭＡＲのサ

イトを閲覧すると、「ＥＳＯＭＡＲ　Ｇｕｉｄｅｌｉｎｅ　

ｏｎ　Ｃｏｎｄｕｃｔｉｎｇ　Ｍａｒｋｅｔｉｎｇ　ａｎｄ　Ｏｐｉｎｉｏｎ

　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｕｓｉｎｇ　ｔｈｅ　Ｉｎｔｅｒｎｅｔ」（ｈｔｔｐ：

／／ｗｗｗ．ｅｓｏｍａｒ．ｏｒｇ／ｅｓｏｍａｒ／ｓｈｏｗ／ｉｄ＝１０４１７８）として開示情報

がある。これを通読すると終わりの方で「イ

ンターネット・リサーチの定義（Ｄｅｆｉｎｉｔｉｏｎ

　ｏｆ　Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ）」とあるが、ここで

はオンラインを通じて行う調査行為（オンラ

イン経由の調査票を用い、オンライン上での

面接方式を採る）ともしっかり書かれている。

要は言葉の表層的な意味合い、語呂合わせの

問題ではなく本質はどこにあるかである。と

もかくもネット・リサーチ、ネット調査とは

言わないのである。

　さて、インターネット調査とは、単純には

「電子メール調査」（ＥＭＳ：　Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　ｍａｉｌ

　ｓｕｒｖｅｙ）と「Ｗｅｂ調査」（Ｗｅｂ－ｂａｓｅｄ　ｓｕｒｖｅｙ，

　Ｗｅｂ　ｓｕｒｖｅｙ）に分けることで十分である。か

っては様々な試みがあったが、現在はこの区

分で説明できる。もちろん、今後の技術的な

進歩改善につれて、新たな電子的な調査情報

取得方式が登場するであろう。例えば、高機

能の携帯電話、モバイル端末、双方向ディジ

タルＴＶ、ＩＶＲ（Ｉｎｔｅｒａｃｔｉｖｅ　Ｖｏｉｃｅ　Ｒｅｓｐｏｎｓｅ）

装置等、様々な調査方式や機器類が現れるで

あろうが、いずれも電子的調査情報取得の調

査方式を提供するものという点では同じであ

る。
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［インターネット調査とは］

● 電子的データ取得法（ＣＡＳＩＣ，　ＣＡＤＡＣ）の

　一つの調査方式であって、ネットワークや

　ＷＷＷ環境を用いたインターネット調査シ

　ステム下で実施される調査（Ｗｅｂ調査、電

　子メール調査）のこと

●“主として”インターネット・ユーザを調

　査対象者とすること

● コンピュータ支援の自記式調査（Ｃｏｍｐｕｔｅｒ

　－ａｓｓｉｓｔｅｄ　ｓｅｌｆ－ａｄｍｉｎｉｓｔｅｒｅｄ）であ

　ること

● とくにＷｅｂ調査では、ブラウザで閲覧する

　形式の電子調査票を用いること（ＨＴＭＬ，　

　ＸＭＬ，　Ｐｅｒｌ，　Ｃ言語などの言語で記述）

● 必要に応じてマルチメディア対応の機能（音

　声、動画・静止画などのイメージなど）が

　利用した表現の豊かな調査

　票設計が可能なこと

● 回答取得過程がネットワーク上で双方向に

　リアルタイムに転送記録されること

　ここで第２項で“主として”とした理由があ

る。実は、調査対象者をインターネット・ユー

ザに限定せずに、従来型調査と同じような標

本抽出枠、たとえば住民基本台帳から選んだ

対象者に対して、特別に開発した調査用電子

デバイスを配布あるいは一定期間貸与して、こ

のデバイスを介してインターネットで調査を

行うという方式がある。筆者の知る限り、国

内では既に数社がこのような方式を採用して

いる（１２節参照）。

　インターネット調査とは、以上の仕組みを

利用するための電子調査システムの基盤整備

を始め、登録者集団（リソース、パネル）構

築と運用管理、電子調査票や設問の設計、サ

ンプリング操作、調査依頼から回収、データ

処理・集計分析、調査報告など、調査の全過

程にわたって科学的な調査方法論を適用して

行う総合的な活動をいう。

６．　 ビジネスとしてのインターネット・リサー

　　チ―問題の本質からそれた議論や考察

　科学的な調査法研究は関心のある研究者が

行うべきもの、ビジネスとは別と決めつける

ことはあまりに乱暴である。なぜなら、調査

法研究においてもビジネスとして成立するた

めの位置づけ、その諸要件の考察が必要なこ

とは言うまでもないからである（とくに、調

査品質と調査経費・コストのトレードオフに

ついての実証研究）。しかも、ビジネスである

から利益優先であるべきを建前として、廉価、

迅速のみをうたうことはいかにも稚拙な発想

である。ビジネス・モデルとして利益につな

がればそれでよしと主張されても、研究者の

立場からはその後に続く言葉を失うだけであ

るが、そのような風潮も見えるのである。

　インターネット調査についての日本国内の

議論は、欧米とくに米国のように、研究と応

用・実用の両面から産学の多くの人が参加し

て研究や実用化の検討を進めてきたという過

程がほとんどない。なぜか、ネット・リサー

チの呼称のもとに、ある時期に唐突に登場し

たと思われることである。ベンチャービジネ

スの一つとして、調査（市場調査、社会調査

など）とはあまり縁のない、新興のネット・リ

サーチ専業として登場した。

　一方、欧米では、繰り返し述べるように電

子的なデータ取得法、調査方式として、すで

に１９９０年代半ばから、電子メールを用いた調

査やＤＢＭ（ｄｉｓｋ　ｂｙ　ｍａｉｌ）方式のようにフ

ロッピーディスクに質問票を書き入れ郵送で

授受を行う折衷方式などまで利用されていた

（［１４］、［４３］）。併せて電話調査法とくに、

１９７０年代から始まったコンピュータ支援の電
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話調査法やＲＤＤ方式の普及に連動した諸研究

のノウハウの実績がある（［２３］）。長い試行錯

誤、実験研究の延長線上に、現在のインター

ネット調査の世界が拓かれているのである。盲

目的な欧米迎合は歓迎すべきことではないが、

また国内の従来の調査環境事情を十分に反映

させたインターネット調査研究が望ましいの

であるが、そのレベルにはとても至ってはい

ない。

　では現状はどうか。承知のうえのことであ

るか否かに関わりなく情報が「不正確」であ

ることには変わりはない。換言すると、そも

そも従来型調査法との直接の比較には無理が

ある。その理由は、根本的に“調査方式の差

異”があるからである。例えるなら、同じ調

査票や質問を用いたとしても、多くの場合郵

送調査と面接調査の結果が同じとなるとは限

らない。しかし、ネット・リサーチの世界で

は、十分な論証もなく従来型調査に比して優

れているとの主張が見られる。例えば、その

簡便性や迅速性を主張する、高品質をうたう

等のキャッチコピーが依然として氾濫し、以

下のような用語・表現は雲霞のごとくみられ

る。最近は巧妙になって、あたかも統計的手

法あるいは確率的アプローチが適用できるか

のような表現を用い、その正当性や信頼性を

主張しようとする危険な傾向さえ見られ、こ

うなると倫理観の存在さえ疑わしいきわどい

行為にさえみえる。たとえば、

・ 母集団（あるいは枠母集団）を的確に作

　　ったので問題がない

・ 登録者数がきわめて多く、また正確な登

　　録情報を基に正しいサンプリングを行っ

　　ている

・ 精度のよい調査である

・ 偏りのない、また補正を行った高品質の

　　調査である

・ 自由回答の取得が容易である（回答者の

　　本音が聞ける、情報量が多いなど）

等々である。こうした実証のない乱雑な情報

に目くじらをたてても、依拠するところも考

え方も異なる中では議論は平行線のままであ

る。実際に、ある企業団体系グループ主催の

シンポジウムにおいて、Ｗｅｂ調査と他の従来

型調査の比較調査を行ったという結果を聞く

機会を得たが、仰天の一語に尽きる内容に唖

然とした。調査方式の異なる調査結果を単純

に比較し、結果が合ったから類似している、合

わなくても補正を行えば適正な結果となると

いうあまりに粗雑な論理展開に、幾つかの質

問、疑問を呈示したが未だに回答を得ていな

い。

　また最近の傾向として、自由回答設問を多

用しこれとテキスト・マイニング技法を用い

ることで、回答者の「本音」がたちどころに

分析できるといった意見も多い。しかし、こ

れとて調査方式間の類似や差異を検証し、ど

のような場面でインターネットを使うことが

優位であるのかの検証が必要である。筆者等

の実験調査の結果では、確かにインターネッ

ト調査は見かけ上の書き込み量（率）が多く

情報が多いように見えるが、その質的な内容

や、回答行動にはいろいろな問題もある（回

答所要時間、書き込み量の関係などの分析が

必要）。当然のことながら、設問内容にも依存

する。電子的に自由回答がテキスト情報とし

て迅速に取得できるようになったという利点

はあっても、自由回答の設計や分析法等の従

来からの問題に加え、新たにＷｅｂ調査特有の

測定誤差が発生し、それゆえ未解決の課題が

多いのである。

７．　 インターネット調査の何が問題か？

　インターネット環境を用いた調査に対して、
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次のような立場があるようにみえる。

・ かなり問題がある調査方法であって、し

　　かも良く分からない不透明な要素が多々

　　あると考える人たち

・ 手軽に安い経費で調査らしい情報が簡単

　　に得られるので便利と考える人たち

　実際、最近の新聞紙面や週刊誌他の情報誌

には、至る所にネット・リサーチの結果と称

した記事が散見される。また「１，０００名に聞

きました」とか「７８４名が回答しました」と

見出しがあって、それがあたかも一般性・代

表性をもった回答意見であるかのように解説・

説明がなされた例が多数みられる。しかしこ

こで注意してみると、

・ 誰を捕捉して、誰に対して行った調査で

　　あるのか（登録者集団の構成、特性等）

・ 計画標本をどのように確定し作ったのか

・ どのような回収標本であったのか

・ 発信数あるいは計画標本と回収標本・回

　　収数のずれは

・ 有効回答数（有効回答率）の定義と算定

　　方法は

など、調査としての基礎情報の記載が「まっ

たくない」のが特徴である。とくに従来型調

査では必須情報とされてきた「枠母集団ある

いは標本抽出枠（サンプリング・フレーム）」

や「調査不能理由」等の重要な情報の記載は

一切ない。つまり、

・ 調査対象者リストをどう作ったか、ある

　　いは標本抽出枠はどう作成したか？

・ その作り方が明示的で透明か、あるいは

　　公募型のようにまったくの依存型である

　　のか

・ 標本抽出枠、計画標本、回収標本間の関

　　連情報、等々

がまったくない。

　では、これを人々はどう見ているのだろう

か。「あやしい調査」と考える向きは、調査も

質が落ちたものだ、何をいかがわしいことを

やっているのかと苦々しく思い、片や楽観派

あるいは無関心・無理解派は、データ取得の

仕組みや質のことには目をつむり、ネット・リ

サーチは安かろう悪かろうかもしれないが、便

利に使いこなせばよかろう、リスクの大きい

意志決定などには用いずに参考情報と思えば

よかろう、といった軽い気持ちで重宝する。

これら両派が混在し、しかも調査法としての

科学性に立脚した十分な議論は避けたままに

過ぎてきたのが現状である。こうした実状を

見て「このままでは、今後の調査は一体どう

なってしまうのか」と強い危機感を持って立

ち向かおうという風潮は、ごく一部をのぞい

ては一向にみえない。むしろ、ネット・リサー

チをビジネス・モデルの成功例としてもては

やすというのが世の流れのようである。

　しかし調査環境はこのまま、インターネッ

トによる電子的調査の方向に無為無策、無節

操のまま流されてしまってよいのだろうか。筆

者がインターネット調査という「調査方式」が

あるということを初めて知った１９９０年代の半

ば頃から、ずっとこうした疑問を持ち続けて

きた。とくに１９９０年代半ば、今のＷｅｂ利用

環境の普及のきっかけとなる様々な技術革新

が登場した時期に、こうした疑問を持ったこ

とが、１９９６年以降、「調査環境の変化に対応

した新たな調査法の研究」の課題の下に継続

的に実験調査を続けてきた理由である。

　これらの経緯の詳細は、過去に行ったさま

ざまな報告（参考文献に挙げた多くの報告）を

見ていただくこととし、ここでは現状のイン

ターネット環境下での調査は「何が問題か」を

要約してみたい。無数にある課題のうち、も

っとも問題とされる項目を列記してみよう。

（１）回答者（回収標本）はインターネット・
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　　　ユーザを代表するのであろうか。

（２）回答者は、登録者集団（リソース、パ

　　　ネル）やそれに基づいて作られた計画

　　　標本を代表するのであろうか。あるい

　　　は、そもそも登録者をどう集めている

　　　のか。

（３）インターネット・ユーザおよび回答者

　　　は一般の人（通常の従来型調査におけ

　　　る調査対象者）を代表するであろうか。

（４）今後、インターネット・ユーザが増え

　　　たとき、回答者は一般の人に近づくの

　　　であろうか。

（５）同様に、登録者集団の大きさ（登録者

　　　数）が大きいことが、その調査結果の

　　　品質が高いことを保証するのであろうか。

（６）回答者（回収標本）に特別な回答者、い

　　　わゆるプロ回答者集団（ｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌ

　　　ｒｅｓｐｏｎｄｅｎｔｓ）を含む恐れがないのだ

　　　ろうか。

（７）「世論調査」に用いることは可能であろ

　　　うか。

　ここに挙げた項目は、社会調査に関心があ

りそれに関わってきた人なら誰もが疑問に思

う事柄である。しかし、現状のインターネッ

トを介した調査では、これらに適切な解答を

与えることはかなり難しいことでもある。結

論から申せば、これらはいずれも「否あるい

はほぼ否」と考えざるを得ないのだが、しか

しそれでもなおインターネット調査を少しで

も信頼に足る調査方式として確立するための

「指針を得たい」という期待を持ちたい。これ

が産学協同の実験調査研究の目標でもあった。

　これら各事項について、筆者等が行ってき

た実験調査の結果から、これらの疑問への解

釈・理解を述べてみたいが、それとて限られ

た実験結果であってすべての疑問が解消する

わけではない。つまり、それぞれについて「ど

んな問題があるか」を指摘し実証することは

できるが、では「具体的な解決策をどう得る

のか」までには至らぬことが多い。しかし、少

なくとも「何が問題であって、どこから解決

すべきかの道筋」は見えたと考えている。問

題解決への必要条件は指摘できるが、具体的

かつ十分な解を得るにはさらに実証研究が必

要ということである。

８．　 調査の概要

　筆者は１９９６年から２００３年にかけて、複数

調査機関の協力の下に産学協同研究として第

１次～第４次実験調査を続けてきた。調査回数

は、インターネット調査（主にＷｅｂ調査）が

延べ３６回、従来型調査（オムニバス、郵送、

専用端末利用オンライン）が延べ１２回、併せ

て４８回を９機関の協力を得て行ってきた。こ

れの詳細は、

・ＣＤ－ＲＯＭとして配布・公開

・ 多くのシンポジウム、セミナーなどの開

　　催

・ 日本マーケティング・リサーチ協会（ＪＭＲＡ）

　　での情報の公開

（注：ここで、ＣＤ－ＲＯＭ、資料類はＪＭＲＡ

のＷｅｂページから入手可能）

などで開示してきたので、詳細はこれらをご

覧いただきたい（参考文献リストも参照）。こ

こでは一連の実験調査のうち、主に第４次実験

調査の結果を引用するが、ここに示す検証結

果の多くは、一連の実験調査の内容に共通す

ることが多いのである。この第４次実験調査の

概要は表２に挙げるような内容となっている。

　なお表２に見るように、実験調査は“ほぼ同

時期に、同じ調査票・設問内容を用いて”行

った。つまり、調査実施機関（３機関、以下で

Ａ、Ｂ、Ｃ社と呼ぶ）と登録者集団の集め方（公

募系、非公募系と呼んでおく）に違いがある
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８．　１　回答者（回収標本）はインターネット・

　　ユーザを代表するか

　ここでまず問題となることは「インターネ

ット・ユーザ」とは何かである。また、イン

ターネット・ユーザの全体を知ることができ

るのかという問題もある。従来型調査であれ

ば、センサス情報を参考とし、また住民基本

台帳や選挙人名簿などの整った標本抽出枠の

利用が可能であったから、適切な確率的アプ

ローチが可能であった。つまり、統計的な意

味での母集団構成が明らかであった。しかし、

インターネット・ユーザの総数も正確に把握

できない中では、母集団と標本抽出の関係を

知るといった構図は期待できない。これをも

って「であるからインターネット調査は怪し

い」と切り捨てることは簡単である。しかし
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他は、ほとんど同一条件下で行われた調査であ

る。インターネット調査については、３機関の

うち、Ａ社は、公募系、非公募系の２種類の登

録者集団があり、Ｂ社は非公募系、Ｃ社は典型

的な公募系である。

注１：ここで公募系（または公募型）、非公募系（ま

　　 たは非公募型）とは、一般的な用語ではない。

　　ここでは本来は前に述べた分類区分の表と図

　　（表１、図３）に従えば、公募系＝非確率的ア

　　プローチ、非公募系≒確率的アプローチの可

　　能性がある、といった対応と考えていただき

　　たい。用語説明が煩雑になるので、本報告を

　　通じてこうした言い方をしておく。

表２　　実験調査の概要（第４次実験調査のみ）



インターネット調査の普及を考えると、従来

型調査とはまったく異なる視点からこの問題

にどう対処するかの具体的な方策を考えるべ

きである。

　一方よく耳にする情報として、インターネ

ット・ユーザ数が急増し、もはや国民の二人

に一人はインターネット・ユーザであるとい

う。情報通信白書（平成１６年版、総務省）の

推計では平成１５年にはインターネット利用人

口は７，７３０万人を越えたとある。また、「イン

ターネット白書２００４」（インプレス）には、イ

ンターネット利用者数は６，２８４万人強とある。

またここには、インターネット利用世帯の約

４８％がブロードバンド対応になったともある。

しかしこれらはいずれも「推計」であり、セ

ンサス情報とはまったく異なる次元の数値で

ある（すでにこれら両者の推計には１，５００万

人ものずれがある）。確かに、伸びが鈍化した

とはいえ、今後も確実にインターネット・ユー

ザは増えるであろう。しかし、一部のネット・

リサーチ専業グループが主張するように、イ

ンターネット・ユーザが増えたから調査結果

の代表性が高まるという論理展開はあまりに

乱暴であり、それを言うなら論証が必要であ

る。

　要するに、いま分かっていることは、仮に

インターネット・ユーザが国民の大半を越え

たとしても、依然として統計的な意味でのカ

バレッジ誤差は存在し、しかもその大きさは

無視できないということであり、ましてや代

表性を議論できるはずもないということであ

る。今後、国民総背番号制あるいはそれに類

似した制度が導入され、国民個々の同定が可

能となり、しかもそれぞれのインターネット

利用環境が捕捉できたとしても、おそらく正

確な母集団情報は得られないと考えるべきで

ある。

８．　２　回答者は、登録者集団やそれに基づい

　　て作られた計画標本を代表するか

　これはインターネット調査を考えるうえで、

もっとも重要なキーワードである。ここでは

まず「登録者集団」という概念を意識せねば

ならない。登録者集団とは、従来型の調査に

おける「枠母集団にほぼ相当する」ことと考

えればよい。しかし、そもそも目標母集団の

想定が無理な中での議論となるので、筆者等

はあえてこうした造語を充てているのである。

つまり、目標母集団とした対象の中から実際

に枠母集団として「誰を、どう選べるのか」「対

象者リストが具体的にどう作れるか」に関わ

ることである。なお、一部のネット・リサー

チ専業者のサイトに、枠母集団なる言葉を使

って説明を試みた例があるが、これは統計的

な知識がまったくないことを自ら露呈してい

るようなものである。要点は明らかで、以下

の課題を、いかにして、どこまで解決できる

かにある。

①　登録者集団の作り方は明示的か、つまり

　　「どう集めたか」が明らかであるか。

②　計画標本の作り方は適切か、あるいは調

　　査対象者の選び方は「登録者集団を代表」

　　しているか、その縮図となっているか。

③　回収標本は計画標本に合っているか、偏

　　る場合はどのような傾向があるのか。

　ともかく、現状のネット・リサーチでは、こ

れらの情報は皆無といってよい。つまりどの

ような人たち（調査対象者）が、どのように

登録されているかがまったく開示されること

はないので、誰を調べたかが分からない。最

近は一部のサイトで、集めた登録者集団や回

収標本の属性情報の記述をみることがあるが、

これだけでは十分ではないということである。

　いま、図１に整理した内容に従って、現状の

ネット・リサーチを模式的に描いてみよう。図２

は、いわゆるネット・リサーチにおける典型
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的な登録者集団の集め方を示す模式図である。

この図にあるように、多くの場合は「この指

とまれ」方式（完全な自己参加型あるいは公

募型）であるのが特徴である。

　では、こうした登録者の集め方であると、具

体的にどのような現象が起こるのであろうか。

例えば、実験調査や類似調査の結果から、以

下のようなことが分かっている。

①　サイトによって、登録者集団の属性に大

　　きな隔たりが生じる。例えば、性別や年

　　令分布に偏りが生じる。換言すると、調

　　査運用サイトごとに登録者集団の属性が

　　異なると考えるのが自然である。

②　回答者への謝礼などによる影響が出る、例

　　えばこれが受けやすいサイトに謝礼を目

　　当てとする主婦が多く集まるなど。

③　登録者集団への調査実施頻度や調査内容

　　がよく見えないだけでなく、登録者の疲

　　労・劣化をどう考えているか、調査のロー

　　テーション、運用管理などの情報はまっ

　　たくないので闇の中であること。

　こうした“偏りの例”を示すことはそう困

難なことではない。一例として、実験調査に

参加の各サイトの登録者集団の属性分布を比

較した結果の一部をここに挙げておこう（図３）。

　ここで、少なくとも従来型調査（オムニバ

スを２機関でそれぞれ２回、郵送を１機関で１

回）の性別比率の分布はそれぞれが類似して

いる。一方、インターネット調査については、

実施サイトと公募型・非公募型とによってず

いぶん差異があることが分かる。これは特別

な例ではなく、実験調査すべてを通じて共通

に見られた特徴である。

　ちなみに、ある４つのサイトのＷｅｂページ

に掲載されていた類似情報を追加引用すると、

表３にあるような性別比となっていた。実はこ
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図２　　一般のインターネット・リサーチ
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図３　　登録者集団の属性の例（性別構成比率の比較）



　一方、図４の従来型調査（オムニバス、郵送）

を見ると、これはその枠母集団とした標本抽

出枠の情報もあるので、それを併せて記した

が、これらとほぼ類似の傾向にある（当然の

ことであるが）。また、これらは国勢調査の結

果（図の一番上）にも類似している。

８．　３　計画標本と回収標本の関係

　繰り返しになるが、実験調査は全調査回を

通じて、ほぼ同時期に、同じ調査票・設問内

容を用いて行った。これを念頭に計画標本と

回収標本の関係を調べる。３機関のうち、Ａ社

は、公募系、非公募系の２種類の登録者集団が

あり、Ｂ社は非公募系、Ｃ社は典型的な公募系

である。

　通常の調査であれば、枠母集団に相当する

標本抽出枠を決めて、適当な標本抽出法を決

めれば計画標本が作られる。例えば、住民基

本台帳や選挙人名簿を使ってその時点におけ

る調査対象者が計画標本として選ばれる。イ

ンターネット調査の問題は、枠母集団に相当

する抽出リストが時間軸の中で絶えず変化す

ることにある。例えば、登録者の出入り（登

録、登録抹消など）が頻繁に起こる。従って、

どこかで時間を止めなければ「登録者集団の

実数」は実は把握（確定）できない。実験調

査では、これに対して以下のように対処して

いる。

①　まず、ある時点で登録者集団を固定し、そ

　　の総数を確定する。

②　それを標本抽出枠と考えて、必要数の計

　　画標本を“無作為抽出”する。Ａ社とＣ社

　　にはこの方式を適用し、これを「リソー

　　ス内サンプリング」と名付けた。これは登

　　録者集団から無作為抽出を行う筆者ら独

　　自の方式である。

③　Ｂ社については、登録者数が小規模である

　　ので、全登録者を計画標本とした。

④　こうすると計画標本が確定できるので、結

　　果として、登録者集団と計画標本、計画

　　標本と回収標本との比較評価が可能となる。

⑤　同時に、時間を一時的に固定したことで、
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こでＸ社は、実験調査に協力いただいたＣ社で

あるが、図４内のＣ社と比較すると、調査時点

が異なるのに性別比率はよく似ている。一方、

Ｙ社は性別比率がまったく逆の関係にある（男

性がかなり多い）。いずれにしても、属性情報

のなかでもっとも基本となる登録者集団の性別

比率を取っても、既にこれほどの差異が生じる

のである。

（単位：％）表３　　４サイトからの引用情報（性別と年齢区分）

性　　別 Ｗ　社 Ｘ　社（Ｃ社） Ｙ　社 Ｚ　社

男 性 ４７．１ ３６．７ ５９．４ ４５．９

女 性 ５２．９ ６３．０ ４０．６ ３４．１

年齢区分 Ｗ　社 Ｘ　社（Ｃ社） Ｙ　社 Ｚ　社

１０ 　 　 代 ７．７ ３．５ ８．２ ２．６

２０ 　 　 代 ３０．０ ３０．６ ２７．６ ２８．７

３０ 　 　 代 ３７．４ ４２．３ ３４．５ ４１．０

４０ 　 　 代 １７．４ １７．６ １９．３ １９．８

５０ 　 　 代 ５．７ ４．８ ７．２ ５．９

６０ 代 以 上 １．８ ０．９ ３．２ １．９

登録者数（概数）
約２５万７千人
２００４年１１月時点

約１３万５千人
２００４年１０月時点

約６５万３千人
２００４年６月時点

約１７万８千人
２００４年２月時点
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　　短期間とはいえ実査までの猶予期間が生

　　じることから、登録抹消、電子メールア

　　ドレス変更等の理由で、調査依頼時点で

　　未着が生じる（これは調査不能・無回

　　答誤差の一種である）。

　いわゆるネット・リサーチでは、ここらの

情報が開示されないだけでなく、そもそも登

録者集団、計画標本、回収標本それぞれの関

係を調べることや、その内容が開示されるこ

とはほとんどないので実態は不明である。加

えて、多くの場合「３０代の男性に聞きました」

「２０代の○○を使っている女性を選びました」

さらに「○○を所有する△名の方に聞きまし

た」といった「作為的サンプリング」や「レ

アサンプル対象」（奇妙な用語である）が多い

のであるが、これは筆者の考える確率的アプ

ローチが可能な調査ではない。単なるケース

スタディ（事例検証）あるいはインターセプ

ト型に近い定性的調査と考えている。

　さて、上の方式で得られた結果の一例を示

そう。まず、表２に挙げた一連の実験調査の

うちの第１回実施分のインターネット調査に

ついての計画標本と回収標本の比較を見る。次

に、従来型調査（オムニバス、郵送）につい

て、同じくいくつかを比較する。

図４　　計画標本と回収標本の関係：Ａ社公募系、第１回（生活意識編）
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図５　　計画標本と回収標本の関係：Ｃ社公募系、第１回（生活意識編）

図６　　計画標本と回収標本の関係：Ａ社非公募系、第１回（生活意識編）



　図４～７が計画標本と回収標本の属性分布（性

年齢区分）の比較例である。説明するまでも

なくサイトによって属性分布が異なることが

分かる。つまりサイトにより登録者集団属性

に差異があり、従って回答結果も変わるので

ある。

　また、公募系の場合（図４、５）、明らかに「計

画標本と回収標本との間に系統的な偏り・ず

れ」が生じる。実は、この現象は過去に行っ

た公募系のすべてのサイトにおいて見られた

現象である。第３次調査までの実験調査では、

非公募系に相当する登録者集団が利用できな

かったので、この現象が何によって生じるか

が正確に見えなかった。しかし、第４次調査で

複数の公募系、非公募系を比較する機会を得

たことで、この現象が公募系特有のものであ

ることが見えてきた。これを読み替えると、公

募型の登録者集団では、既に登録者と回収者

の間に不整合性が見られ、つまり“回収標本

は計画標本の縮図となっていない”らしいこ

とが分かってくる。

　一方、非公募系、つまり従来型の統計的サ

ンプリングを行って選んだ登録者候補のうち

「インターネット・ユーザであって、かつ調査

への協力を合意した」登録者の集まりの場合

（図６）は、当然のことではあるが調査協力度

が高く、回答率も高い傾向になるので、計画

標本と回収標本の結果にはほとんどずれを生

じない。従って、回答率もかなり高いものと

なる（後述）という、かなり当たり前の結果

が現れる（図６、７参照）。

８．　４　従来型調査とインターネット調査の回

収標本の比較

　さらに、図４～７の回収標本の上に、従来型

調査の回収標本の分布を重ねたものを作る（図

８）。一般の枠母集団は団塊の世代（とその子

供の世代）の双峰性の分布となる。従って従
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図７　 Ｂ社非公募系、全パネル（計画標本）と第１回、第２回回収標本



　さて以上の情報から、以下のような特徴が

見えてくる。

①　調査サイトによって、明らかに属性分布

　　の構成が異なる。

②　同じ調査機関（Ａ社）であっても、公募系

　　と非公募系で大きく結果が異なる。

③　公募系同士（Ａ社、Ｃ社）では類似し、し

　　かも計画標本と回収標本のずれが生じてい

　　る。

④　非公募系同士（Ａ社、Ｂ社）も類似し、こ

　　ちらは計画標本と回収標本にはずれがほと

　　んど見られない。結果として回答率は高い。
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来型調査の回収結果もこれに類似した傾向を

示すはずで、確かに図８ではそのようになっ

ている。これに対してインターネット調査に

おける属性分布は単峰性の分布となり、しか

も特定の年齢層に集中する。このように、「調

査方式の差異が顕著」であり、調査方式間の

優劣も簡単に議論できないことを示している。

　このことは、仮に今後インターネット・ユー

ザ数や登録者数が増えたとしても、この歪み

の解消が科学的に検証されない限りは代表性

に問題が残るということである。非公募系の

ような登録者集団の作り方でも、つまり、ま

ずインターネット・ユーザを選びさらに応諾

者のみを登録者集団とする方法をとっても、や

はり代表性に問題がある。登録者集団を集め

たプロセスは確かに透明化されるものの、応

諾率は一般に高いとはいえず（せいぜい１０数

％から２０数％程度）、やはりこれでは一般の

住民・社会人を代表するとはいえそうもない。

これらの特徴は、現在できることとして、登

録者集団の集め方とその属性情報を具体的に

開示せねば、その調査結果は信頼できないこ

とを示している。（図２の集め方の模式図を参

照）

図８　　登録者集団の属性の例－インターネット調査と従来型調査の比較（回収標本について）



⑤　性別による年齢区分構成が微妙に異なる

　　傾向にある。

⑥　つまり、インターネット調査では若年齢

　　層（とくに、２０代後半～４０代後半）が多

　　いが、サイトによってそのピークの特徴が

　　 異なる（つまり、年齢構成の分布が異な

　　る）

⑦　一方、従来型調査では、いわゆる団塊の

　　世代の２峰性の年齢構成の特徴が現れてい

　　る。

　ここで、前出のサイトの引用例から作成し

た年齢区分情報と比較する（表３）。実験調査

では、Ａ社、Ｂ社については登録者集団を厳密

に確定に、そこから無作為抽出を行った。ま

た、Ｂ社については無作為抽出を行わずに全登

録者を対象に実施しているので、全パネルが

すなわち計画標本そのものである。

　一方、４社（Ｗ、Ｘ、Ｙ、Ｚの各社）の年齢

分布の傾向は、２０代～４０代に集中するという

点では類似性があるものの、各年齢分布はか

なり異なり、またＸ社（＝Ｃ社）を除いては、

筆者等の結果とも異なっている。つまり、こ

のように登録者集団、計画標本、回収標本の

関係は「登録者の集め方が異なれば、当然回

収標本、計画標本も異なる」というひどく当

たり前のことが分かるのである。繰り返しに

なるが、この基礎情報がいまのネット・リサー

チにはまったく闇の中にある。最近、回収標

本の分析例をＷｅｂ上に開示するサイトがいく

つか登場しているが、この情報だけを分析し

て見せても、実は問題の本質は何も解決しな

いことも分かる。また、偏りの原因は登録者

の集め方が明らかにならねば分からぬことで

ある。

　しかし同時に、なるべく確率的アプローチ

に沿った登録者集団の捕捉方法と管理を徹底

すれば、そして調査協力の応諾率を高め、回

答者の調査協力度を高めて回答率を上げるこ

とができれば、少なくとも計画標本と回収標

本の一致性を高めることは可能であることも

分かる（至極当たり前のこと）。ただこの場合、

謝礼目当ての賞金稼ぎ、あるいはプロ化した

回答者をいかに回避するかという問題がある。

また従来のパネル型調査のように、期限を切

った契約関係を結ぶ、調査回数を十分に管理

するなど、登録者集団の劣化や疲労を防ぐた

めの手段を必要とする。登録者集団のサイズ

を吹聴する前に、もっと基本的な行為がある

といいたい。

　では、インターネット調査の回答者は一般

の人（通常の従来型調査における調査対象者）

を代表するであろうか。また、今後、インター

ネット・ユーザが増えたとして、回答者は一

般の人に近づくであろうか。これを見るには、

インターネット調査と従来型調査との類似と

差異はどこにあるかを知る必要がある。

　しかし、調査方式の異なる調査結果を、単

純に結果の類似・差異から比較してもなんら

考察とはならない。しかも異なる調査方式で

得た調査結果間に単純な補正法を適用して辻

褄合わせを行うなどは暴挙としか言えない行

為である。こうした浅薄な議論の背景には「イ

ンターネット・リサーチにいずれ移行するの

だ」「どんなに比較検証を行っても所詮は曖昧

模糊として実証ができようはずがない」とい

う過信と誤信が見え隠れするように思えてな

らない。とくに、調査方式の異なる環境で得

たデータセットに対して、加重補正法を適用

すればよいとの意見や試みもある。我々もこ

のことには関心があって、実験的な試みを多

数行ってきた。しかし、その内容から言える

ことは、やはり過大な期待に応えられるだけ

有効な方法を見つけることはかなり大変との

感触を得ている。さらなる慎重な研究が必要
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ということである。自己体験では、理論を当

てはめるに適した調査環境をいかに作れるか

というはじめの段階（調査設計）ですでに大

きな壁に立ち向かうこととなった。ささやか

な実験例証を作ってはみたものの、実用化に

はほど遠いのである。

　既述のように、現時点ではインターネット・

ユーザ全体を正確に知る情報はない。そこで、

この質問の条件を少し緩めて、登録者集団と

なったインターネット・ユーザのうち、調査

に回答してくれる（くれた）人達が従来型調

査への回答者と比べてどうかを考える。同時

に、従来型調査への回答者のうち、インター

ネット・ユーザである人とそうでない非ユー

ザの回答行動を比較することには意味がある。

　ここで留意すべきことは、インターネット

調査に限らず、多くの場合「調査方式が変わ

れば、回答の結果も変わる」ということであ

る。従って単純に従来型調査とインターネッ

ト調査との結果比較を行っても、あまり効果

的ではない。そこで、実験調査では「調査票

や設問を同じ内容に揃えて、実施時期を同時

並行的に」行っているのである（そのような

実験計画とした）。調査方式の違いだけがなる

べく現れるような調査計画を設計しなければ、

単なる比較では意味がないということである。

こうした比較実験調査から得られた知見は膨

大な量になり、それぞれが特徴的な結果を示

している。ここでそのすべてを述べることは

できないので、ある質問の例を挙げるにとど

めるが、これは稀な例ではなく他の多くの設

問でも類似した傾向が観察されている。

　では「インターネット・ユーザと非ユーザ

の違い」は、どのように現れれるのであろう

か。用いた質問は、以下のようなものである。

　これをインターネット調査と従来型調査で

比較する。なお、従来型調査では、別の質問

として「インターネットの利用の有無」を尋

ねているので、これで層化し、インターネッ

ト・ユーザと非ユーザの回答の差異をみると

同時に、ここでのユーザ層の回答がインター

ネット調査の回答とどう類似あるいは異なる

かをみる。結果にはきわめて顕著な特徴があ

る（図９）。

（１）Ｗｅｂ調査と従来型調査の回答分布は大

　　　きく異なる。選択肢１（一定の原則に従

　　　う）がかなり多い。

（２）一方、従来型調査では選択肢２（他人と

　　　の調和をはかる）が多い。

　（３）さらに、従来型調査のうち、インター

　　　ネット・ユーザであるとした人は、非

　　　ユーザに比べ、いずれにおいても選択

　　　肢１が多い。しかし、そのポイントはＷｅｂ

　　　調査の回答者ほどは高くはない。

　もちろん、Ｗｅｂ調査の場合は、属性（とく

に年齢構成）が従来型調査とかなり異なるこ

とは既に見たとおりである。であるからこの

質問を見る前に、性別や年齢区分でブレイク

ダウンした情報の観察も必要である（実際に

行っている）。しかしそれでもなお、このよう

に、Ｗｅｂ調査に自主的に参加した人、従来型
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Ｑ： 物事を決定するときに「一定の原則に

　従うこと」に重点をおく人と、「他人と

　の調和をはかること」に重点をおく人で

　は、どちらがあなたの好きな「ひとがら」

　ですか？

　　１．　 物事を決定する時に一定の原則に

　　　従う事に重点をおく人

　　２．　 物事を決定する時に他人との調和

　　　をはかる事に重点をおく人
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図９　　従来型調査とインターネット調査におけるインターネット・ユーザ、非ユーザの比較例



調査におけるインターネット・ユーザ、そし

て非ユーザの間には、微妙な違いがあるとい

うことである。この例は稀なものではない。実

験調査結果では、類似の結果が多数得られて

いる。また、この設問に関しては一連の実験

調査で繰り返し用いており、どの調査回でも

同じ傾向を示している。もちろん、Ｗｅｂ調査

と従来型調査の結果がほとんど変わらない質

問も多々ある。これはこれで、継続的に調査

を行う中で、やはり類似した傾向を示すので

ある。確かにこのことは、そう単純には議論

できない要素が多々ある。しかし、従来型調

査と同様に、従来の他調査で実績を積んだ傾

向がよく知られた質問を測定のインジケータ

として組み入れて比較調査を行うことはきわ

めて重要である。　　　　 （つづく）

次号では以下の内容を掲載します。

９．　登録者集団と有効回答率の関係をどう考

　　えるか

１０．　 特別な回答者、いわゆるプロ回答者集団

　　の混入

１１．　 調査品質と調査誤差の関係

１２．　 新たなインターネット調査システムの構

　　築に向けて

１３．　 世論調査に用いることはできるのか

１４．　 個人情報保護法、プライバシー、調査倫

　　理の問題

１５．　 むすび
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